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目標 ８－１

令和 8年 9月

基準年度 目標年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

80 80 80 80 － － －

89.3 92.4 92.6 89.1 － － －

80 80 80 80 － － －

68 72.9 69.5 72.8 － － －

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

－ － －

73,884人
79.90%

71,264人
81.81％

集計中 － － － －

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

－ － －

76,951人
81.76%

75,138人
79.31％

集計中 － － － －

5
公健法に基
づく補償等の
進捗状況

○

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠 達成
目標年度

- - 事業活動等に伴って生ずる著しい大気汚染等の影響により健康被害に係る損害を填補するための補償等を行うことにより、健康被害に係る被害者の迅速かつ公正な保護及び健康の確保に資する。

環境保健サーベイランス調査の信頼性を確保するため、調査対象者数と調査対象者の同意率を測定指標として選定する。目標値は信頼性
が担保できる60,000人以上及び75％以上と設定する。

○

4

環境保健
サーベイラン
ス調査の着
実な実施（調
査対象者数
及び調査対
象者の同意
率（6歳児調
査）

－ －
60,000人
及び75%

－
環境保健サーベイランス調査の信頼性を確保するため、調査対象者数と調査対象者の同意率を測定指標として設定する。目標値は信頼性
が担保できる60,000人以上及び75％以上と設定する。

○

3

環境保健
サーベイラン
ス調査の着
実な実施（調
査対象者数
及び調査対
象者の同意
率（3歳児調
査）

－ －
60,000人
及び75%

－

公害健康被害予防事業については、参加者のニーズに合った効果的な事業の実施に係る測定指標として、毎年度の事業参加者アンケート
における満足度を選定する。回答者の80％以上の方から、５段階の上位２段階までの評価が得られることを毎年度の目標として設定する。

○

2

各地方公共
団体が行うリ
ハビリテー
ションに関す
る事業、転地
療養に関する
事業その他
の事業(公害
保健福祉事
業)に参加し
た延べ人数
の被認定者
数に対する割
合（％）

－ － 80 －
公害保健福祉事業については、被認定者に占める事業に参加した者の延べ人数の割合を測定指標として選定する。これが80％以上となる
ことを毎年度の目標として設定する。

△

1

公害健康被
害予防事業
の参加者に
対して実施す
るアンケート
における事業
満足度（5段
階評価のうち
上位2段階ま
での評価を得
た回答者の
割合）（％）

－ － 80 －

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成年度ごとの実績値

達成すべき目標
公健法に基づく公正な補償給付を迅速に行う。公健法による健康被害予防事業、公害保健福祉事業、環境保健施策基礎調査を推進し、被害の未然防止及び健康の確保
を図る。

政策体系上の
位置付け

８．環境保健対策の推進

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

第六次環境基本計画（令和6年5月21日閣議決定）第３部等

（環境省

施策名 公害健康被害対策（補償・予防） 担当部局名
環境保健部
企画課
保健業務室

施策の概要
公害に係る健康被害について、公害健康被害の補償等に関する法律（以下「公健法」という。）に基づき認定患者への迅速かつ公正な補償給付等を実施するとともに、健
康被害予防事業や地域人口集団に係る環境汚染による健康影響の継続的監視等を行うことで、迅速かつ公正な補償並びに被害の予防及び健康の確保を図る。

政策評価実施予定時期 政策評価実施時期



(1)

公害健康被
害対策（補
償・予防）事
業
（昭和49年
度）

1,2,5 4940 (5) － － － (9) － － － (13) － － － (17) － － －

(2)

環境保健施
策基礎調査
（環境保健
サーベイラン
ス調査費（健
康影響等調
査））
（平成8年度）

3,4 4941 (6) － － － (10) － － － (14) － － － (18) － － －

(3)

イタイイタイ病
等に関する研
究・調査事業
（昭和47年
度）

5 4985 (7) － － － (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4) － － － (8) － － － (12) － － － (16) － － － (20) － － －

目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の

課題等

政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

１　ソフト３事業の事業実施効果の測定及び把握におけるアンケート調査結果
２　令和７年度公害保健福祉事業補助金の事業実績報告について
３・４　大気汚染に係る環境保健サーベイランス調査報告

【測定指標】

学識経験を有する者
の知見の活用

－ ＳＤＧｓ目標との関係

【主な目標】 

３・４　環境保健サーベイランス調査は、地域人口集団の健康状態と大気汚染との関係を毎年、継続的に観察し、その結果に大
気汚染との関係が認められる場合には、必要な措置を講ずることを目的として実施しているものである。これらにより、目標３「す
べての人に健康と福祉を」の達成に貢献できた。

【副次的効果が期待される目標】

３・４　環境保健サーベイランス調査の結果は公表されており、目標８「働き甲斐も経済成長も」と目標９「産業と技術革新の基盤
をつくろう」の達成に貢献できた。

評
価
結
果

（各行政機関共通区分） ③相当程度進展あり

－

次期目標等
への

反映の方向
性

【施策】

目標達成度
合いの

測定結果
（判断根拠）

１　公害健康被害予防事業については、（独）環境再生保全機構の第五期中期目標及び第五期中期計画に基づき、ぜん息等の患者、地域住民のニーズを的確に把握し、効果的かつ効率的な業務を行っている。参加者へのアンケート調査の回答者
のうち80％以上の者から満足が得られることを目標としており、令和７年度においても目標を達成した。
２　公健法第46条に基づき各地方公共団体が行う公害保健福祉事業については、当該事業に参加した者の延べ人数が被認定者に占める割合が80％を超える目標を設定した。しかし、被認定者の高齢化等により参加型のプログラムへの参加が難
しくなっている側面等もあり、令和７年度は目標に達しなかったものの、前年度よりも参加割合は高くなった。
３・４　環境保健サーベイランス調査は、中公審答申及び公健法改正時の附帯決議に基づき、地域人口集団の健康状態と大気汚染との関係を毎年継続的に観察し、その結果、大気汚染との関係が認められる場合には、必要な措置を講ずることを目
的として実施しているものである。調査対象者数及び調査対象者の同意率は、本調査の信頼性が確保できる数値を設定しており、令和５年度調査（令和７年度公表）においては、３歳児調査及び６歳児調査の両方で目標を達成した。
５　公健法の被認定者への公正な補償給付を着実に支給した。

－

－

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）


